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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，サイバースペース社会における財務会計・税務会計

のあり方について，理論・制度・実態の３つの側面から総合的に研究することにある。本研究

の成果は，次の３点に要約できる。①ＩＴ（情報技術）の発展は，財務会計・税務会計のパラ

ダイム（基本コンセプト）を劇的に変化させること，②わが国の電子申告制度は，申告手続の

複雑さに問題があること，③電子開示・電子申告の発展にとって，XBRL の普及が不可欠である

こと。 
 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to study the paradigm models of 
financial accounting and tax accounting in the cyberspace society from three viewpoints, 
theory, system and practice. The results of this research can be summarized to the 
following three findings； (1) The development of IT (information technology) will 
dramatically change the paradigms (basic concepts) of financial accounting and tax 
accounting. (2) E-tax in Japan has many problems in procedures of that system. (3) The 
spread of XBRL is essential for the development of electronic reporting and E-tax. 
 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００７年度 8,700,000 2,610,000 11,310,000 

２００８年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 

２００９年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

年度  

  年度  

総 計 16,200,000 4,860,000 21,060,000 

 
 
研究分野：財務会計，情報会計 
科研費の分科・細目：経営学・会計学 
キーワード：電子開示，電子申告，電子商取引，財務会計，税務会計，ＸＢＲＬ，会計ディスクロージ

ャー，課税所得 
 
１．研究開始当初の背景 

サイバースペース社会における財務会
計・税務会計のパラダイム・モデルを研究課

研究種目：基盤研究（B） 

研究期間：2007～2009 

課題番号：19330100 

研究課題名（和文） サイバースペース社会と財務会計・税務会計のパラダイム・モデルに関する総合研究 

                     

研究課題名（英文） Research on the paradigm models of financial accounting and tax 

accounting in the cyberspace society 

 

研究代表者 

河崎 照行（KAWASAKI TERUYUKI） 

甲南大学・ビジネス研究科・教授 

 研究者番号：10122227 



 

 

題としてとりあげ，その総合研究（理論・制

度・実態からの総合的・体系的研究）が必要

とされる学術的背景については，次の４つの

変化を指摘することができる。 

(1) 経済基盤の変化：従来の企業活動は国内

に限定され，資金調達も国内資本市場を前提

とするドメスティックな活動であったのに

対し，サイバースペース社会では，企業活動

は国境を越えてグローバル化し，資金調達も

世界的規模で拡大化している。 

(2) 産業構造の変化：従来の経済社会は，製

造業または製品プロダクトを主軸としたプ

ロダクト型市場経済であったのに対し，サイ

バースペース社会では，金融サービス業また

は金融商品を主軸としたファイナンス型市

場経済へ重点が移動している。さらに，この

変化は，無形財（ブランドやノウハウ等）を

主軸としたナレッジ型市場経済へ移行する

動きをみせている。 

(3) 企業実体の変化：従来の企業は「企業の

継続性」が重視され，生産の持続的続行の観

点から，社会性をもったエンティティとして

特徴づけられたのに対し，サイバースペース

社会の企業は「短期利潤の追求」が重視され，

多数のサイボーグ（短期利潤の追求がプログ

ラムとしてビルトインされた事業単位）の観

点から，最大収益を追求するサイボーグ・エ

ンティティとして特徴づけられる。 

(4) 取引形態の変化：この変化は，取引対象

（商品）と取引方法の２つの側面から説明で

きる。 

① 従来の取引対象（商品）は，有体物ま

たはそれと不可分の著作物や有用な情

報，知的サービス等の商品であったのに

対し，サイバースペース社会の取引（特

に，インターネット取引）は，有体物と

分離されたコンテンツがデジタル状態

のままで保存され，自由に流通する。 

② 従来の取引方法は，商品の移転を外形

的に確認できたのに対し，サイバースペ

ース社会の取引は，超高速かつ痕跡なし

に行われ，商品の移転を外形的に確認す

ることが困難である。 

 このように，インターネットに代表される

ＩＴ（情報技術）の発展は，企業環境（経済

基盤，産業構造，企業実体および取引形態）

を変化させ，ひいては財務会計・税務会計の

パラダイム（基本コンセプト）を劇的に変化

させる可能性がある。 

 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は，サイバースペース社会

における財務会計・税務会計のあり方につい

て，理論・制度・実態の３つの側面から総合

的・体系的に研究することによって，わが国

の財務会計・税務会計の理論と制度のさらな

る発展に寄与することにある。本研究では，

会計行為における「インプット － プロセス 

－ アウトプット」の３局面に則して，４つ

を具体的な課題としている。 

(2) インプット段階では，電子帳簿をめぐる

問題を研究する。会社法の創設により，会計

帳簿の記帳要件（適時性と正確性）が規定さ

れた。ＩＴ時代において，会社法に会計帳簿

に関する記載要件が盛り込まれたことは画

期的であるといってよい。本研究では，サイ

バースペース社会における会計帳簿（電子帳

簿）のあり方について理論的に考究するとと

もに，電子帳簿の利用実態を調査し，その現

状と問題点を分析する（【理論的・実態的研

究】）。 

(3) プロセス段階の研究は本研究の核心的

な部分をなし，①企業環境の変化と②インタ

ーネット取引（電子商取引）の拡大が，財務

会計・税務会計の基本コンセプトに与える影

響を究明し，サイバースペース社会に即応し



 

 

た会計パラダイム・モデルの構築を試みる

（【理論的・制度的研究】）。 

(4) アウトプット段階では，電子開示と電子

申告をめぐる問題を研究する。本研究では，

電子開示（任意開示）の実態と電子申告の利

用状況を調査し，その現状と問題点を分析す

る（【制度的・実態的研究】）。 

(5) 上記(2)～(4)の技術的基盤をなす XBRL

の発展可能性について研究する。XBRL は，企

業の財務情報を，入力ポイントから最終の利

用ポイントまで，一気通貫した形のデジタル

情報として処理することを可能にすること

が期待されているインターネット言語であ

る。本研究では，XBRL を本研究の技術基盤に

据え，その最新の技術的動向を究明するとと

もに，それが電子帳簿と電子開示（電子申告）

において果たす役割を理論的に解明する

（【理論的・技術的研究】）。 

 
３．研究の方法 

(1) 文献研究による研究課題の基盤整備と

理論的展開：本研究では，各研究分担者はそ

れぞれの分担領域について，広く内外の関連

文献を渉猟し，緻密な文献研究を行うととも

に，各研究分担者の成果を定期的に持ち寄り，

各研究チームのチーム会議で相互に議論を

深めるとともに，全体会議で，研究の成果と

知識の共有化を図ることにより，研究課題の

基盤整備と理論的展開を行った。 

(2) 海外派遣と研究者の招聘による研究体

制の確立と相互連携：本研究では，海外の研

究協力者との連携体制を確立するために，研

究代表者を中心として調査員を，米国，英国，

中国，韓国などに派遣するとともに，米国，

中国，スウェーデンの研究者を招聘して，共

同研究を実施した。 

(3) 電子開示・電子申告に関するアンケート

調査およびヒアリング調査：本研究では，電

子開示と電子申告の実態を浮き彫りにする

ため，大規模なアンケート調査と諸外国での

ヒアリング調査を実施した。 

 
４．研究成果 

(1) 理論的研究の成果：第１課題の理論的研

究では，主要諸外国（米国，英国，中国など）

および日本を対象として，本研究の基盤とな

る企業環境の変化とインターネット取引（電

子商取引）の実態について，文献研究を実施

し，会計行為における「インプット － プロ

セス － アウトプット」の３局面に即して，

具体的な問題点を析出した。本研究では，情

報技術（ＩＴ）や電子メディアを利用するこ

とによって，認識対象の拡大化と積極的な情

報開示を図ることが，サイバースペース社会

の財務会計・税務会計にとって不可欠である

ことを指摘するとともに，そのための理論モ

デルを提示した。 

(2) 制度的研究の成果：第２課題の制度的研

究では，財務会計・制度会計の制度が各国の

文化や法制度と強く結びついていることか

ら，まず，わが国および諸外国の研究者との

研究協力体制の確立・拡充を図ることとし

た。わが国 XBRL Japan の主要メンバーとの

間で意見交換会を実施し，XBRL の発展可能性

について認識を共有するとともに，その制度

面での啓蒙・普及に協力した。また，研究代

表者を中心として調査員を，①米国（米国会

計学会および Hawaii 大学），②中国（廈門

国家会計学院，東北財経大学），③韓国（韓

国 国 税 庁 ， 韓 国 税 務 士 会 ）， ④ タ イ

（Chulalongkorn 大学，商務省，内国歳入局）

などに派遣するとともに，①中国（廈門国家

会計学院），②スウェーデン（Mälardalen 大

学）から研究者を招聘し，インタビュー調査

などを通じて，各国の電子開示および電子申

告の制度的特質と現状および制度的課題を

浮き彫りにした。 



 

 

(3) 実態的研究の成果：第３課題の電子開

示・電子申告の実態調査では，わが国の上場

会社（東京証券取引所１部・２部上場会社

2,000 社）および税理士（近畿税理士会の会

員 2,000 名）に対して，電子申告に関するア

ンケート調査を実施し，わが国の現状と課題

を調査した。本調査結果では，わが国の電子

申告制度に対する期待は高いものの，手続面

での煩雑さが普及のネックとなっている現

実が浮き彫りにされ，今後の改善の課題とさ

れた。 

(4) 研究成果の公表：本研究課題の成果につ

いては，雑誌論文での公表および日本会計研

究学会，税務会計研究学会などでの口頭発表

などを行うとともに，刊行物として大手出版

社から出版される予定である（河崎照行編著

『ネットワーク社会における会計と税務』税

務経理協会，2010 年 7 月刊行予定）。  
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